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［要旨］大型気球に搭載した成層圏大気のクライオジェニックサンプラーを用いて、成層圏大気

を大量に採取し、それに含まれる微量成分である二酸化炭素（CO2）や六フッ化硫黄（SF6）の濃

度、関連する気体成分の同位体組成などを精密に分析した。これらの濃度および同位体比のデー

タをもとにして、成層圏大気の滞留年代（平均年代）を高精度で推定した。平均年代の高精度推

定の過程において、成層圏大気における重力分離の存在と、それが平均年代に与える影響を明ら

かにした。すなわち、大気主成分の同位体比測定の結果から、成層圏においても重力分離が起こ

っている可能性が初めて示唆された、気体分子の質量数の差が１の場合に基準化したときの重力

分離効果は、中緯度の高度35km付近において、およそ−0.05パーミル、極渦内の高度30km付近では

およそ−0.1パーミル程度であることが示された。このことから、CO2濃度をもとにして平均年代を

推定する場合には、最大で約0.4年の補正が必要になることが判明した。研究期間中に2回の新たな

気球実験を実施し、日本上空における最新の濃度データを取得するとともに、過去の気球実験に

よって採取され、保存されている空気試料の再解析を実施し、長期間にわたる変動を明らかにし

た。これにより、北半球中緯度上空における成層圏大気の平均年代の長期的な変化傾向を調べた。

ドイツ、アメリカの研究機関との国際的な協力により、過去に得られた日本上空のデータに加え、

ヨーロッパや、北米上空の平均年代を合わせて解析した結果、近年の数値モデル研究による予測

に反して、北半球中緯度の成層圏における平均年代は低下していないことが示唆された。 
 
［キーワード］平均滞留時間、ブリューワ・ドブソン循環、二酸化炭素、重力分離、同位体比 
 
１．はじめに 

将来のオゾン層の変動を正確に予測するためには、化学過程、力学過程、放射過程などの成層

圏プロセスがどのように変化するのかを把握する必要がある。特に、地球温暖化が成層圏プロセ

スに対して、長期的にどのようなインパクトを与えるのかを解明することは、オゾン層の科学に
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